平成27年度

情報公開制度及び個人情報保護制度の運用状況

広島県総務局総務課
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≪利用上の注意≫
　１　行政文書開示請求の件数は，「開示」，「不開示」等の処理件数ごとの数値です。

２　地方公社は，広島県土地開発公社，広島県住宅供給公社，広島県道路公社，
広島高速道路公社です。

１　情報公開制度の運用状況
(1) 行政文書開示請求の状況

行政文書開示請求件数は，表１のとおりです。

平成27年度の行政文書開示請求件数は，2,630件となっています。

決定機関別件数では，本庁が558件（21.2％），地方機関が1,926件（73.2％），警察本部及び公安委員会が105件（4.0％）となっています。

表１　行政文書開示請求の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）
	　　　　　　　　　　区 分

決定機関
	開 示 請 求 件 数

	
	平成27年度
	平成26年度

	本庁
	558
	496

	地方機関
	1,926
	1,612

	警察本部及び公安委員会
	105
	87

	地方独立行政法人
	19
	1

	地方公社
	22
	10

	合　　　計
	2,630
	2,206


(2) 行政文書開示請求の処理状況

行政文書開示請求の処理状況は，表２のとおりです。

平成27年度の請求件数は2,630件で，うち（全部）開示1,851件（70.4％），　　　　部分開示524件（19.9％），不開示14件（0.5％），不存在等241件（9.2％）となっています。

表２　行政文書開示請求の処理状況　　　　　　　　　　　　　　（単位：件，％）
	年　　度
	開 示 請 求 件 数
	
	
	
	
	

	
	
	開示
	部分開示
	不開示
	存否応答拒否
	不存在
	適用外
	却下
	取下げ

	平成27年度
	2,630 (100.0)
	1,851 

(70.4)
	524 

(19.9)
	14 
 (0.5)
	4 
 (0.1)
	173 

(6.6)
	15 
 (0.6)
	0 
(0.0 )
	49 
(1.9)

	平成26年度
	2,206 (100.0)
	1,357 

(61.5)
	539 

(24.4)
	15 

 (0.7)
	9 

 (0.4)
	196 

(8.9)
	22 

 (1.0)
	0 

(0.0 )
	68 

(3.1)


（注１）表中の（　）内は構成比
（注２）「存否応答拒否」：請求に係る行政文書の存否を明らかにしないで，当該請求を拒否したもの
「不存在」：請求に係る行政文書が存在しなかったもの

「適用外」：請求に係る行政文書が条例の適用のなかったもの

(3) 不開示・部分開示理由の状況
情報公開条例第10条各号に定める不開示情報に該当し，不開示・部分開示となった理由の状況は，表３のとおりです。

不開示・部分開示の理由別では，平成27年度は個人情報（327件，43.6％）が最も多くなっています。

表３　不開示・部分開示理由の状況　　　　　　 　 　　　　　 （単位：件，％）
	年度
	不開示・部分開示の理由
	部分開示
	不 開 示
	合　　計

	平 成 27 年 度
	１号（ eq \o\ad(法令秘情報,　　　　　　　)）
	1
	3
	4
	(  0.5)

	
	２号（ eq \o\ad(個人情報,　　　　　　　)）
	322
	5
	327
	( 43.6)

	
	３号（ eq \o\ad(事業活動情報,　　　　　　　)）
	183
	1
	184
	( 24.6)

	
	４号（犯罪の予防・捜査等情報）
	19
	3
	22
	(  2.9)

	
	５号（審議，検討，協議等情報）
	3
	1
	4
	(  0.5)

	
	６号（ eq \o\ad(行政執行情報,　　　　　　　)）
	192
	7
	199
	( 26.4)

	
	７号（任意提供情報）
	11
	0
	11
	(  1.5)

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　)
	 731
	20
	751
	(100.0)

	平 成 26 年 度
	１号（ eq \o\ad(法令秘情報,　　　　　　　)）
	2
	1
	3
	(  0.4)

	
	２号（ eq \o\ad(個人情報,　　　　　　　)）
	334
	7
	341
	( 46.6)

	
	３号（ eq \o\ad(事業活動情報,　　　　　　　)）
	126
	2
	128
	( 17.5)

	
	４号（犯罪の予防・捜査等情報）
	7
	0
	7
	(  1.0)

	
	５号（審議，検討，協議等情報）
	13
	1
	14
	(  1.9)

	
	６号（ eq \o\ad(行政執行情報,　　　　　　　)）
	222
	11
	233
	( 31.9)

	
	７号（任意提供情報）
	4
	1
	5
	(  0.7)

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　)
	 708
	23
	731
	(100.0)


（注１）表中の（　）内は構成比
（注２）１件中に不開示・部分開示とした理由が複数存在するものは，それぞれ計上しているため，合計件数は，前記(2)「行政文書開示請求の処理状況」中，部分開示と不開示の欄の合計件数（平成27年度：538件，平成26年度：554件）とは一致しない。

(4) 実施機関別の行政文書開示請求の処理状況
平成27年度の実施機関別の行政文書開示請求の処理状況は，表４－１のとおりです。土木建築局に関するものが1,607件（61.1％）と最も多く，次に農林水産局の293件（11.1％）となっています。

また，実施機関別の主な請求内容は，表４－２のとおりです。

表４－１　実施機関別の行政文書開示請求の処理状況　　　　　 　　 （単位：件）
	　　　　区　分

実施機関
	 eq \o\ad(開　示　請　求,　　　　　　　　　　　)

	
	請  求

件  数
	 eq \o\ad(処　理　状　況,　　　　　　　　　　　)

	
	
	開示
	部分開示
	不開示
	存否応答拒否
	不存在
	適用外
	却下
	取下げ

	知　事　部　局
	会計管理部
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	危機管理監
	2
	0
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	1


	
	総務局
	55
	15
	27
	0
	0
	11
	1
	0
	1

	
	地域政策局
	11
	5
	2
	0
	0
	3
	1
	0
	0

	
	環境県民局
	94
	42
	38
	1
	1
	10
	0
	0
	2

	
	健康福祉局
	231
	70
	65
	2
	0
	83
	2
	0
	9

	
	商工労働局
	22
	3
	16
	0
	0
	2
	1
	0
	0

	
	農林水産局
	293
	248
	33
	0
	0
	8
	0
	0
	4

	
	土木建築局
	1,607
	1,305
	257
	3
	0
	26
	2
	0
	14

	(知事部局計)
	2,315
	1,688
	439
	6
	1
	143
	7
	0
	31

	教育委員会
	63
	23
	13
	2
	1
	15
	1
	0
	8

	公安委員会
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	警察本部
	105
	41
	41
	4
	2
	4
	6
	0
	7

	選挙管理委員会
	28
	4
	16
	1
	0
	6
	0
	0
	1

	人事委員会
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	1
	0
	1

	監査委員
	3
	0
	2
	0
	0
	1
	0
	0
	0

	労働委員会
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	収用委員会
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	海区漁業調整委員会
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	内水面漁場管理委員会
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	公営企業管理者
	70
	63
	5
	0
	0
	1
	0
	0
	1

	病院事業管理者
	3
	1
	1
	0
	0
	1
	0
	0
	0

	地方独立行政法人
	19
	18
	0
	0
	0
	1
	0
	0
	0

	地方公社
	22
	13
	7
	1
	0
	1
	0
	0
	0

	(知事部局以外計)
	315
	163
	85
	8
	3
	30
	8
	0
	18

	合　計
	2,630
	1,851
	524
	14
	4
	173
	15
	0
	49


表４－２　実施機関別の行政文書開示請求の主な内容

	実 施 機 関
	件数
	主な請求対象文書の内容と件数

	知　事　部　局
	会計管理部
	0
	

	
	危機管理監
	2
	民間保険会社との損害保険契約　1件

	
	総務局
	55
	法人設立届　12件

	
	地域政策局
	11
	サッカースタジアム検討協議会関係文書　5件

	
	環境県民局
	94
	指定管理施設の事業計画書及び決算書　22件

	
	健康福祉局
	231
	施術所の開設届に関する文書　77件

	
	商工労働局
	22
	指定管理施設の事業計画書及び決算書　6件

	
	農林水産局
	293
	工事設計書等　262件

	
	土木建築局
	1,607
	工事設計書等　1,372件

	(知事部局計)
	2,315
	

	教育委員会
	63
	広島県・広島市公立学校教員採用候補者選考試験に関する文書　12件

	公安委員会
	0
	

	警察本部
	105
	特定の交差点の信号サイクル表　29件

	選挙管理委員会
	28
	政治資金収支報告書及び領収書　11件

	人事委員会
	2
	活動内容に関する文書　1件

	監査委員
	3
	監査請求の経緯・結果に関する文書　3件

	労働委員会
	0
	

	収用委員会
	0
	

	海区漁業調整委員会
	0
	

	内水面漁場管理委員会
	0
	

	公営企業管理者
	70
	工事設計書等　60件

	病院事業管理者
	3
	医療事故に関する文書　1件

	地方独立行政法人
	19
	庁舎管理業務の委託に係る文書　18件

	地方公社
	22
	高速道路の工事に係る設計書　8件

	(知事部局以外計)
	315
	

	計
	2,630
	


(5) 開示請求件数の多い行政文書

開示請求件数の多い行政文書の状況は，表５のとおりです。

「工事設計書等」が1,702件と最も多く，次に「道路位置指定申請図」の88

件となっています。

　表５　開示請求件数の多い行政文書（上位５項目）

	順位
	内　　　　　　容
	件　数

	１
	工事設計書等
	1,702

	２
	道路位置指定申請図
	88

	３
	施術所の開設届に関する文書
	77

	４
	特定の交差点の信号サイクル表
	29

	５
	道路平面図
	26


(6) 不服申立ての状況
不服申立ての状況は，表６のとおりです。

実施機関の開示決定等に対して，不服申立てが提起されたものは，平成27年度は6件となっています。

表６　不服申立ての状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）
	　　　区分

年度
	不服申立件数
	処　　理　　件　　数

	
	前年度

繰越分
	当　該

年度分
	決　　　　定
	取下げ
	次年度
繰越分

	
	
	
	認容
	一部

認容
	棄却
	却下
	(計)
	
	

	平成2～16年度
	－
	201
	3
	25
	17
	10
	55
	8
	140

	平成17年度
	140
	66
	4
	0
	1
	1
	6
	2
	198

	平成18年度
	198
	77
	5
	3
	13
	10
	31
	3
	 239

	平成19年度
	239
	96
	2
	0
	10
	0
	12
	1
	 322

	平成20年度
	322
	112
	0
	4
	10
	3
	17
	1
	 416

	平成21年度
	416
	49
	6
	2
	10
	2
	20
	2
	 443

	平成22年度
	443
	327
	0
	1
	5
	0
	6
	7
	757

	平成23年度
	757
	93
	1
	2
	24
	0
	27
	3
	820

	平成24年度
	820
	159
	 3
	4
	31
	1
	39
	0
	940

	平成25年度
	940
	33
	2
	5
	19
	0
	26
	1
	946

	平成26年度
	946
	11
	0
	4
	46
	0
	50
	2
	905

	平成27年度
	905
	6
	1
	0
	15
	0
	16
	1
	894


　（注）「決定」欄の件数は，不服申立てを受けて行われた決定の件数であるため，不服申立件数と決定件数の差が，取下件数と次年度繰越分件数の合計に一致しないことがある。

・平成12年度及び13年度に，それぞれ不服申立て１件に対して２件の決定を行った。

・平成18年度に，複数の不服申立てに対して１件の決定を行った事案が２件あった。
（参考）〔情報公開・個人情報保護審査会の状況（平成27年度）〕諮問数4件，答申数17件
２　情報提供の状況

(1) 行政情報コーナー等における利用状況

平成27年度の行政情報コーナー及び警察情報公開センターにおける利用状況は，表７のとおりです。

表７　行政情報コーナー等における利用状況　　　　　　　 　　（単位：人，冊）
	区　　分
	利　用　者　数
	利　用　冊　数

	
	
	１日平均
	
	１日平均

	行政情報コーナー
	7,343
	30.2
	12,446
	51.2

	警察情報公開センター
	77
	0.3
	77
	0.3

	合　　計
	7,420
	－
	12,523
	－


（注１）平成27年度行政情報コーナー，警察情報公開センター開室日数＝243日

　（注２）警察情報公開センターにおける利用者数及び利用冊数は，開示請求又は情報提供等の相談に関するもの。

(2) 行政情報コーナー等における行政資料の保有状況

行政情報コーナー及び警察情報公開センターにおける行政資料の保有状況は，表８のとおりです。

表８　行政情報コーナー等における行政資料の保有状況　　　　 　 （単位：冊）
	区　　分
	

	
	総　　　数
	一般行政資料
	 eq \o\ad(統計資料,　　　　　　)

	行政情報コーナー
	49,480
	19,073
	30,407

	警察情報公開センター
	678
	607
	71

	合　　　計
	50,158
	19,680
	30,478


（注）各種月報類は除く。

(3) 月別の行政情報コーナーの利用状況

平成27年度の月別の行政情報コーナーの利用状況は，表９のとおりです。

１日平均では，約30.2人，約51.2冊の利用があったことになります。

表９　月別の行政情報コーナーの利用状況　　　　　　　　　　（単位：人，冊）
	区　　分
	利　用　者　数
	利　用　冊　数

	
	
	１日平均
	
	１日平均

	平成27年 4月
	552
	26.3
	828
	39.4

	　　　　 5月
	577
	32.1
	926
	51.4

	　　　　 6月
	714
	32.5
	1,214
	55.2

	　　　　 7月
	612
	27.8
	1,281
	58.2

	　　　　 8月
	602
	28.7
	2,073
	98.7

	　　　　 9月
	611
	32.2
	1,345
	70.8

	　　　　10月
	689
	32.8
	1,231
	58.6

	　　　　11月
	528
	27.8
	642
	33.8

	　　　　12月
	563
	29.6
	797
	41.9

	平成28年1月
	559
	29.4
	627
	33.0

	　　　　 2月
	610
	30.5
	676
	33.8

	　　　　 3月
	726
	33.0
	806
	36.6

	合　　計
	7,343
	30.2
	12,446
	51.2


３　個人情報保護制度の運用状況

(1) 個人情報取扱事務の登録件数

個人情報取扱事務の登録件数は，表10のとおりです。

実施機関別件数では，警察本部の事務が1,945件（43.1％）と最も多く，次に知事部局が1,305件（28.9％）となっています。

　　なお，個人情報取扱事務の名称，目的，取り扱う個人情報の項目等を記載した個人情報取扱事務登録簿は，本庁の行政情報コーナー及び地方機関において閲覧することができます。

表10　個人情報取扱事務の登録件数                          （単位：件）
	 eq \o\ad(実施機関,　　　　　　)
	件 　　数

	知　　事　　部　　局
	1,305

	 eq \o\ad(教育委員会,　　　　　　　　　　)
	1,166

	 eq \o\ad(公安委員会,　　　　　　　　　　)
	4

	警察本部
	1,945

	 eq \o\ad(選挙管理委員会,　　　　　　　　　　)
	3

	 eq \o\ad(人事委員会,　　　　　　　　　　)
	2

	 eq \o\ad(監査委員,　　　　　　　　　　)
	1

	 eq \o\ad(労働委員会,　　　　　　　　　　)
	6

	 eq \o\ad(収用委員会,　　　　　　　　　　)
	0

	 eq \o\ad(海区漁業調整委員会,　　　　　　　　　　)
	0

	内水面漁場管理委員会
	0

	公営企業管理者
	4

	病院事業管理者
	3

	地方独立行政法人
	74

	合　　　　　　計
	4,513


（注）個人情報取扱事務：個人情報を取り扱う事務であって，行政文書に特定の個人を検索し得る状態で個人情報が記録されたものを使用するもの
(2) 保有個人情報開示請求の処理状況

保有個人情報開示請求の処理状況は，表11のとおりです。
請求件数は974件で，うち（全部）開示が778件（80.9％）となっています。

　表11　保有個人情報開示請求の処理状況　　　　　　　　　　　 （単位：件，％）
	年　度
	保有個人情報開示請求件数

	
	
	開　示
	
	部分開示
	不開示
	不存在
	適用外
	取下げ等

	
	
	
	〔口頭開示〕
	
	
	
	
	

	平成27年度
	974
（100.0）
	788
 （80.9）
	〔683〕
（70.1）
	154
(15.8)
	2
（0.2）
	18
（1.9）
	6
（0.6）
	6
（0.6）

	平成26年度
	2,029

（100.0）
	1,775

 （87.5）
	〔1,564〕

（77.1）
	218

(10.7)
	0

（0.0）
	22

（1.1）
	4

（0.2）
	10

（0.5）


（注１）表中の（　）内は構成比
（注２）「口頭開示」：実施機関があらかじめ定めた保有個人情報（試験の成績等）について，本人確認をした上で，口頭により開示決定，即時開示を行うもの

　　　「取下げ等」：取下げ，却下，存否応答拒否
(3) 開示請求件数の多い保有個人情報

　表12－１　開示請求（口頭開示を除く。）件数の多い保有個人情報（上位３項目）
	順位
	内　　　　　容
	件数

	１
	警察署で受け付けた相談簿
	69

	２
	広島県・広島市公立学校教員採用候補者選考試験の選考試験結果
	43

	３
	被爆者健康手帳交付申請書
	29


　表12－２　口頭開示請求件数の多い保有個人情報（上位５項目）
	順位
	内　　　　　容
	件数

	１
	県立広島大学一般選抜入学試験，推薦入学試験及び特別選抜入学試験の受験者の個人成績
	538

	２
	広島県立高等学校入学者選抜（全日制の課程及び定時制の課程）の不合格者の学力検査の得点及び調査書の評定
	32

	３
	広島県立併設型中学校入学者選抜の受検者のうち不合格者について，適性検査１及び適性検査２の得点
	31

	４
	技能検定試験の科目別得点
	29

	５
	広島県・広島市公立学校教員採用候補者選考試験（最終）の総合評価，試験項目別評価
	10


(4) 保有個人情報訂正請求の処理状況

　　なし
(5) 保有個人情報利用停止請求の処理状況

　　なし
(6) 不服申立ての状況　

不服申立ての状況は，表13のとおりです。

実施機関の決定に対して，不服申立てが提起されたものは，平成27年度は1件となっています。

　表13　不服申立ての状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	　　　　　区分

年度
	不服申立件数
	処　　　　　　　　理

	
	前年度

繰越分
	当　該

年度分
	決　　　　定
	取下げ
	次年度

繰越分

	
	
	
	認容
	一部認容
	棄却
	却下
	（計）
	
	

	平成7～16年度
	   －
	6
	2
	1
	0
	0
	3
	0
	3

	平成17年度
	3
	3
	0
	1
	0
	0
	1
	0
	5

	平成18年度
	5
	8
	0
	0
	3
	0
	3
	0
	10

	平成19年度
	10
	1
	0
	0
	1
	0
	1
	0
	10

	平成20年度
	 10
	6
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16

	平成21年度
	 16
	2
	0
	0
	0
	1
	1
	0
	17

	平成22年度
	17
	3
	0
	0
	0
	0
	0
	5
	15

	平成23年度
	15
	3
	0
	4
	0
	0
	4
	2
	12

	平成24年度
	12
	3
	2
	0
	3
	0
	5
	0
	10

	平成25年度
	10
	12
	0
	0
	2
	0
	2
	1
	19

	平成26年度
	19
	13
	3
	0
	8
	0
	11
	0
	21

	平成27年度
	21
	1
	0
	2
	3
	0
	5
	0
	17


（参考）〔情報公開・個人情報保護審査会の状況（平成27年度）〕諮問数1件，答申数8件
(7) 苦情処理件数（実施機関の保有する個人情報の取扱いに対するもの）
なし
(8) 事業者に対する是正の勧告件数

なし

(9) 事実の公表の件数（事業者が是正の勧告に従わないとき等に事案の概要等を公表するもの）
なし

(10) 苦情相談の処理件数（事業者が県内において行う個人情報の取扱いに対するもの）
なし
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